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要約
循環型社会の構築にとって都市廃棄物の再利用・再資源化は重要な課題となっている。
紙ごみは可燃ごみの約半量を占め、環境負荷の削減、及び天然資源の有効利用の観点より、
紙リサイクルの促進が望まれる。継続的なリサイクル実現のためには、生産者、行政、消
費者間の合意形成が必要であり、リサイクル施策や目標値設定の効果を計量化するモデル
が求められている。
着目するシステムへの投入と排出を含めたライフサイクル全体の環境影響を定量化す
る方法としてLCAがある。本研究では、紙の生産、消費、再利用、廃棄という半循環型の
流れを対象として、 LCAのインベントリー分析(LCI)を適用して資源消費と環境負荷を算
定すると共に、総費用の算定を行う紙マテリアルフローモデルを提案する。
提案するモデルは、古紙利用における質的側面と、生産・消費における地域連関とを考
慮したものとなっている。本モデルを用いて、ライフサイクルの一部が変化した場合の、
すなわち紙リサイクル代替案による比較分析を行うことにより、環境影響削減と総費用問
のトレードオフを把握することができ、紙リサイクル計画の評価が可能となった。
1 .はじめに
廃棄物の再利用・再資源化(リサイクル)を図り
循環型のシステムを構築しようとする動きが高ま
ってきている。リサイクルは基本的には資源を有
効に利用しようとするものであるが、その過程で
また別の資源(エネルギー)を消費したり、回収
や加工のために輸送が必要になったりするため、
生産され消費された物の大部分は廃棄物となっ
て排出されるが、近年、資源の枯渇防止、環境負
荷の低減、処分場残余容量の確保等の視点から、
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経済性との聞にトレードオフを生じる場合が多
い。また、継続的なリサイクルを実現するために
は、製品の購買者であり回収主体でもある消費者
も含め、生産者及び行政の3者による協力体制の
確立が必要であり、 3者の合意形成のためにもリ
サイクル代替案や設定目標値により生ずる効果を
計量化する方法が求められている。
環境への負荷を考慮したごみ処理計画代替案の
評価方法に関する研究としては、 DEMATEL法を
広域ごみ処理計画に適用し総合評価指標を選択す
る研究])、マテリアルフロー分析を用いたコンク
リート産業に関する研究2)、廃棄物を含めた産業
連関分析による研究3)、ライフサイクルアセスメ
ントをPETボトルのリサイクルに適用した研究4)
等がある。なかでも、資源採取から最終的な廃棄
までの全ライフサイクルを対象として、システム
への資源投入、システム外への排出、システム内
での輸送を含めた環境影響を定量化し、ライフサ
イクルの一部を変化させた時の分析・評価が可能
なLCA(Life Cycle Assessment)法が注目される。
典型的なLCAのプロセスは、目的及びシステム境
界の設定、資源消費と環境負荷の大きさを定量化
するインベントリー分析、影響因子間に等価係数
を設定し評価指標を得る影響分析、感度分析等に
より結果を解釈し改善すべき施策について検討す
るライフサイクル解釈の4段階で構成される 5)。
本研究では、紙を対象として取上げる。紙ごみ
は可燃ごみの約半分を占め、廃棄物処分量低減の
ためにもリサイクル促進が期待されている 6)。紙
は天然資源である木材を由来とするパルプと、古
紙によるパルプとを原料として生産され、一度使
用された紙が再び原料として消費される半開放型
の循環システムを形成している。紙の利用目的は、
主に、情報用、包装用、衛生用、工業用に分れ、こ
れらの用途によって、鍛密性、強度、印刷適性、防
湿性等、異なる性能が求められる。このため、紙リ
サイクルには量的な側面に加え、質的な特性が大き
く関わっており、複雑なシステムを形成している。
そこで本論文では、紙の生産、回収、再利用、
廃棄の全体をマテリアルフローシステムとして捉
え、そのモデル化を試みる。すなわち、まず古紙
利用の経年変化及び現状の分析を行って、紙マテ
リアルフローの特性を把握する。つぎに、システ
ム全体としての消費エネルギー、環境負荷排出量、
総費用を算出するため、輸送を考慮した紙循環の
モデル化を行う。さらに、このモデルを用い古紙
消費率による比較分析を行い、環境への影響と費
用による両面からリサイクル代替案を評価する。
なお、通常のLCAにおけるインベントリー分析は
環境影響指標のみを対象としているが、リサイク
ルを含めた廃棄物施策決定のための情報を提供す
るモデルとしては、費用の指標は不可欠であり、
本論文では、環境影響指標に費用を追加した評価
をインベントリー分析と呼ぶものとする。
2.紙リサイクルにおける古紙利用の現状
分析
まず全国の紙生産高について、 1975年から1997
年までの推移を検討する。通産省紙・パルプ統計
年報によると7)、紙生産高は景気の動向による多
少の波はあるものの10年で約1.4倍という順調な
伸びを示している(図1)。なかでも印刷・情報用
紙が、カラー印刷用や、コピー及びOA用を中心に
増加して最近10年間で約2倍の生産高となってお
り、コンビュータの普及は紙を消費する方向に作
用しているものと推測される。また、様々な分野
の包装・輸送資材として利用される段ボールの材
料である段ボール原紙も1982年以降ほぼ直線的に
伸びている。その結果1997年現在では、全紙生産
高のうち、印刷・情報用紙が36%、段ボール原紙
が30%を占めるようになった(図2)。一方、新聞
用の新聞巻取紙は、バブル期に増加したものの、
その後一時的な減少傾向から横這い状態に転じ、
現在全紙生産高の10%程度のシェアを占めている。
その他では、紙箱や本の表紙に使われる紙器用板
紙と、ティッシュペーパーやトイレットペーパー
等の衛生用紙が微増傾向を示している。このよう
に、紙生産高の推移は社会的及び経済的要因の影
響を受け、紙品目により異なった傾向を示してい
る。紙全体としては、今後もOA化の拡大や広告関
連の伸びとともに生産高は増加していくと考えら
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断落ち等として回収される上質古紙(産業古紙)、
家庭や事業所から回収される新聞古紙、雑誌古紙、
段ボール古紙等があり、古紙問屋を中心とする
種々のルートを経て製紙会社に購入され、新たな
紙の原料となる。一方、家庭から廃棄物として収
集され、または事業所から焼却処理場に持込まれ
た紙ごみは、焼却され焼却灰となって最終的に埋
立て処分される。
紙リサイクルの進展を表す指標には、古紙消費
率と回収率がある。
古紙消費率=古紙消費量/紙生産高
古紙回収率=古紙回収量/紙消費量
両者の違いは、輸出入及び在庫量の変化分であり、
古紙回収率が高くても、古紙をリサイクル原料と
図1
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れ、 「容器包装に係わる分別収集及び再商品化の
促進等に関する法律J(包装容器リサイクル法)の
影響によりプラスチック製品が減少傾向にあり代
替包装資材として紙の需要も予想されることから、
近年の増加傾向はしばらく継続するものと推測さ
れる。
生産された紙類は、事業所及び家庭において消
費された後、古紙として回収されるものと、廃棄
物として焼却処理場に搬入されるものに別れる。
また、屋根や壁に残存する建材原紙や、トイレッ
トペーパーのように、ほとんど古紙として回収さ
れないものも多少存在する。古紙として回収され
る紙としては、印刷・製本工場や紙器工場から裁
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他板紙へ、雑誌古紙は紙器用板紙とダンボール原
紙ヘ、新聞古紙は新聞巻取紙と印刷・情報用紙へ、
上質古紙は衛生用紙を始めとする種々の品目へと
いう主な流れが存在する。これは、紙の品目によ
って強度、印刷適性、徹密性等要求される性能が
異なるため、原料としての古紙品目と木材パルプ
の選択結果が現れたものである。さらに、古紙品
目と紙品目の対応を検討すると、ダンボール原紙
や新聞巻取紙のように回収ルートの確立されてい
る古紙は良く利用されているのに対し、印刷・情
報用紙、包装用紙、紙器用板紙のように回収ルー
トが十分確立されていない品目は古紙としての利
用が少なく、生産高の5割以上が廃棄物となって
いると言える 9)。
以上の検討の結果、紙リサイクルにおける古紙
の利用は、社会・経済の影響、紙の量的及び質的
特性、古紙回収ルートの状況等に左右されている
と考えられる。合理的で経済的な紙リサイクル計
画を策定するには、生産・消費・廃棄及び再利用
という紙の流れに沿って、紙品目を考慮したモデ
ル化が必要であることが明らかとなった。
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3.紙マテリアルフローモデルの構築
ここでは、紙の原料であるパルプ生産から、紙
生産、消費、回収、紙ごみの処理・処分に至るラ
して利用せずそのまま輸出している場合には、古
紙消費率が低くなる。 1997年の紙生産高は3101万
トン、古紙消費量は1650万トンで、古紙消費率は
53%となる。図3に主要な紙生産国についての比
較を示すが、日本はリサイクル先進国であるドイ
ツに次いで高い古紙消費率を達成している。
古紙としての回収量が増えれば、相対的に紙ご
みとしての廃棄物量は減るわけであり、環境への
排出負荷を軽減できる。また、紙生産の原料とい
う点で見れば、古紙パルプは木材パルプの代替品
となる。木材パルプは、建築材料に向かない低質
材や製材残材を原料としているものの、木材資源
は有限であり、古紙パルプ利用の促進が資源の有
効利用として望ましいと考えられる。
ところで、製紙産業におけるリサイクル原料と
しての古紙の需要には、量的なもののみならず質
的な問題が影響する。古紙統計年報の古紙消費原
単位をもとに8)、紙品目別の古紙と木材パルプの
消費量を求め図4に示す。これを見ると、新聞巻
取紙及び衛生用紙は古紙と木材パルプをほぼ同量
消費しているのに対し、印刷・情報用紙、包装用
紙、雑種紙は木材パルプの消費量が多く古紙の利
用率が低い。反対に、ダンボール原紙及び紙器用
板紙は古紙消費量が多く木材パルプを消費してい
ない品目であることが分る。また、古紙品目別に
見ると、ダンボール古紙はダンボール原紙とその
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図5 紙マテリアルフローモデル
イフサイクル全体を対象として、費用、消費エネ
ルギ一、及びCO2排出量を算定し、紙リサイクル
代替案を評価するための紙マテリアルフローモデ
ルを提案する。
本モデルは図5に示すように、 I.パルプ部門、
I.紙部門、 il.消費部門、 N.古紙部門、 v.紙ご
み部門、羽.紙・パルプ生産廃棄物の6部門で構成
される。システムへの投入としては、石油等化石
燃料、電力、水資源、薬品を、排出としては紙ご
みの焼却及び灰輸送と、紙・パルプ生産廃棄物の
処理及び灰輸送をシステム境界内に含めて算定する。
その際、加工を行っていない 1次原料としての紙
を対象とするので、機能単位として重量トンを用
い、 2.で述べた品目別に計算する。また、環境
負荷としては、 BOD、CO2、NOx，SOx、ダイオ
キシン等が考えられるが、代表的な環境負荷とし
て CO2排出量を取り上げる。消費エネルギーと
CO2排出量の計算式を以下に示す。
①消費エネルギー
TE= }:QEk =}:刊kxGEk 
QEk:投入燃料k発熱量 [kcalJ
VEk:投入燃料k使用量
GEk:投入燃料k発熱原単位
②CO2排出量
TW = }:WEk = }:QEk xGWk 
k k 
WEk:投入燃料kC02排出量[炭素換算トン]
GWk:投入燃料kC02排出原単位
ただし投入燃料kとは、電力、重油、ガソリン、石
炭、都市ガス等のうち、個々の生産または輸送に
利用されるものを言う。なお、発熱原単位は通産
省石油等消費動態統計、 CO2排出原単位は環境庁
二酸化炭素排出量調査報告書の値を用いた lト 10。
各部門の構成を以下に述べる。
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(1)パルプ部門及び紙生産部門
パルプには、チップを薬品と共に蒸解して作る
(晒し及び未晒し)化学パルプ、機械的処理で作
られる機械パルプ、化学処理と機械処理を併用し
た半化学パルプ(以上木材パルプ)と、機械的境
非力と薬品により古紙を解離して作る古紙パルプ
がある。木材パルプは、輸入材からのパルプ、国
産材からのパルプと、海外で生産されパルプとし
て輸入されるものとで構成されている(図6)。
古紙から
のパルプ
50.5% 
その他の製紙原料
0.2% 
輸入パルプ 10.2%
図6 製紙原料の内訳 (1997年)
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そこでパルプ部門は、国産パルプについて、国
内チップ製造、国内チップ輸送、原木・チップ輸
送(海外~日本)、古紙輸送、圏内パルプ生産の
5項目で、輸入パルプについて、国外チップ製造、
国外パルプ生産、パルプ輸送(海外~日本)の3
項目により算定する。
このうち、チップ製造には投入燃料を、パルプ
生産には投入燃料と水資源及び薬品使用量を加味
している。古紙輸送については、古紙統計年報の
地域連関表をもとに8)、 9地域(北海道、東北、
関東、中部、近畿、中園、四国、九州、沖縄)問
の輸送量を設定した。輸送は、船またはトラック
によるものと仮定して、トラック輸送の場合はガ
ソリン・軽油消費係数[リットル/トンキロ]に
輸送量と距離を乗じて、航路輸送については輸送
船の規模を考慮した重油消費係数に輸送量と距離
を乗じて投入燃料使用量を求め、消費エネルギー
及びCO2排出量を算出している。
以上のパルプ部門に対し、紙部門は紙の製造、
そこに投入される水資源と薬品、及び消費燃料を
含んでいる。パルプと紙の生産は、実際には、製
紙工場内の連続した工程となっているところが多
く、両生産問の輸送は省略した。
パルプ及び紙生産の消費エネルギー、 CO2排出
量、生産費用の原単位を求め表1に示す。表1を
見ると、古紙パルプは木材パルプに比べ消費エネ
ルギーも非常に少なく生産原価も安い。つまり生
産だけについて言えば、古紙のリサイクルが進む
ほど省エネルギーで経済的な傾向にあると推測さ
れる。しかし、図5に示したようにシステム内に
は種々の要素が存在し、また、 2.で指摘したよ
うに古紙の利用には量・質両面の制約が生じるた
め、生産のみで一概に評価できないと考えられる。
表1 パルプ・紙の生産に関する原単位
言己 品目 生産高 エネルギー CO2羽ド出 費用原単位部門 原単位 原単位
可
Eコ
| 単位 千トン 千 kcal/トン kg /トン 円/トン
12-晒し化学 7，853 4，650 455 42，087 
木材 w:-未晒し化学 1， 623 3，970 387 36，050 
パルプ パルプ~ 機械 1，674 789 46 40，159 
部門 d 半化学 196 4，221 401 27，089 
古紙 凶-脱塁または脱墨・漂白 3，775 787 83 20，174 
パルプ y 段ボー ル・雑誌古紙使用 10，748 135 15 13，950 
紙部門 31，014 3，003 260 5，650 
注:表中の原単位は製紙原料の輸送を含んでいない。
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(2)消費部門
消費には個人消費から産業消費まで色々な段階
があるが、本研究では 1次原料としての紙を対象
とするため、卸売業者による小売業及び産業用出
荷量を消費量として設定する。
紙・パルプ統計年報より、(J)の9地域について
地域別紙品目別消費量を求め、地域別紙品目別生
産量と比較する。例として、新聞巻取紙とダンボ
ール原紙についての比較を図7に示す。図7より、
新聞巻取紙の場合は、生産量の多い地域と消費量
の多い地域が異なる原料立地型で、生産後消費地
への地域間輸送が必要となることが分る。一方、
ダンボール原紙の場合は、消費地と生産地が比較
的一致しており、地域内の短距離輸送により賄え
る特性を有している。同様に、衛生用紙や紙器用
板紙はダンボール原紙に似たユーザー立地型であ
り、印刷・情報用紙は生産量の地域格差が小さく
中間的な地域間構造であることが明らかとなっ
た。
消費部門では、この地域間構造より紙品目別輸
送量を推定し、(J)の輸送と同様な方法により、消
費エネルギー、 CO2排出量を算定する。費用につ
いては、一般貨物運送事業の平均的な営業費用内
訳から算出する。
(3)古紙及び廃棄物部門
消費された紙は、最終的に古紙原料または紙ご
みとして回収される。ここでは、面的に分布する
消費された紙を.収集車が巡回して回収拠点(古紙
問屋またはごみ焼却場)へ集積すると仮定し、古
紙または紙ごみの発生密度(発生量/面積)を考
慮したメッシュ状回収モデルを設定した。東京都
清掃局のデータをもとに 12-13)、可住地区人口密度
を用いて全国平均回収距離を求めた結果、紙ごみ
の回収距離は 33(km)、同様に人口集中地区人口
密度による換算の結果古紙回収距離は 2(km)と
推定され、これらの値に燃料消費係数を乗じて投
入燃料使用量を算定する。
また、紙ごみの焼却、及び紙・パルプ生産廃棄
物である汚泥の焼却に伴う CO2排出、両者の焼却
灰輸送(輸送距離 50kmと仮定)に伴う消費エネ
。地区別生産量
O地区別消費量
ぶ三¥
¢ 
。)==2呈==5=00
km 
( a )新聞巻取紙
。地区別生産量
O地区別消費量
⑧ 
250 500 -km 
(b)段ボール原紙
図7 地域別生産量と消費量の比較
ルギー及びCO2排出もこの部門に含まれる。
回収費用の算定は、古紙については古紙卸売業
の平均的な回収原価から、紙ごみについては東京
都清掃局の実績単価から、それぞれ回収量を乗じ
て求めるものとする 9)。
以上により紙マテリアルフローモデルが構築さ
れる。このモデルに地域別品目別紙生産高及び古
紙回収量を入力することにより、システム全体と
しての消費エネルギー、 CO2排出量及び総費用を
定量化することが可能となった。
4.ライフサイクルインベントリー分析
ここでは、 3.で得られたモデルを用いて、紙
マテリアルフローの消費エネルギー、 CO2排出量
及び総費用を算定する。そして、過去及び将来(紙
リサイクル促進時)との比較検討を行って、環境
への影響と費用の両面から紙リサイクル代替案を
評価する。
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(1)現状(標準ケース)の算定結果
1997年の算定結果を図8に示す。全国における
紙マテリアルフローの消費エネルギー総計は、
183，909xWkcal、CO2排出量は 22，516千トン、
総費用は 44，371億円となった。
ここで各指標の部門内訳を検討する。まず消費
エネルギーでは、パルプ及び紙生産部門がシステ
ム全体の9割以上を占めており、エネルギー消費
にとって紙輸送(消費部門)、古紙輸送及び紙ご
みの輸送は、今のところ小さなウェイトに留まっ
ている。つぎに CO2排出量では、パルプ及び紙生
産部門が消費エネルギーと同様主要な要因となっ
ていると同時に、紙ごみ焼却による CO2排出量が
全体の約4分の lを占めていることが分る。
さらに総費用の内訳では、パルプ及び紙生産部
門の割合が減少し、代って紙輸送及び古紙輸送の
ウエイトが増加している。近年、紙・パルプ産業
では、大規模化、機械の改良による効率化を行っ
て固定費を押さえコスト削減を図ってきている。
一方、消費、古紙、紙ごみ部門では、規模の制約
もあってランニングコストとしての消費エネルギ
ーに対し、総コストが大きくなっているものと推
察される。
(2) 1975年との比較分析
(1)で明らかになった3指標の特徴は、現状の古
紙リサイクル(回収率 53.1%)を前提としている。
一方、 1975年の古紙回収率は 38.6%に過ぎず、紙
消費量の約 2/3は廃棄物として処理されていた。
消費
エネルギ
CO， 
排出量
費用
消費部門 3.5%紙ごみ部門 0.7% 
紙パルプ生産
廃棄物部門 0.0% 
紐部門
38.9 ¥ 
図8 標準ケー ス (1997年)の部門内訳
この聞におけるリサイクルの進展は、オイルショ
ック後の消費経済の見直しゃ、古紙利用技術の確
立、産業及び消費者の古紙回収に対する積極的な
取組み等の結果として実現したものである。
そこで、リサイクルの進展がもたらした効果を
推定するため、 1975年の古紙消費率(表2)を紙マ
テリアルフローモデルに代入して、消費エネルギ
一、 CO2排出量及び総費用を算定し、標準ケース
と比較する。その際、脱墨古紙パルプ(表 1の x)
の減少分は晒し化学または機械パルプ(同 a，c)で、
ダンボール等古紙パルプ(同 y)の減少分は未晒し
化学または半化学パルプ(同 b，d)で代替されるも
のとする。また、紙生産高、輸出入及び在庫量に
ついては現状値を固定して算定した。結果を表3
に示す。
表2 古紙消費率の比較
単位:%
紙品目 1997年 1975年
新聞巻取紙 50.3 36.4 
印刷・情報用紙 18.2 13.2 
包装用紙 5. 1 3.7 
衛生用紙 50.2 36.3 
雑種紙 1.6 1.2 
段ボール原紙 96.4 69.7 
紙器用板紙 85.9 62.1 
建材原紙 86.5 62.6 
その他板紙 85.5 61.9 
回収率 (53. 1) (38. 6) 
表3 1975年と 1997年の比較
消費エネルギー COz排出量 費用
G kcal 千トン C 億円
1975，年 203，834 26，088 46，263 
1997年 183，909 2，516 44，371 
削減量 19，925 3，572 1，892 
標準ケース 0997年)と1975年の差分を求める
と、消費エネルギーは19，925X Wkcal、CO2排出
量は3，572千トン、総費用は1，892億円となり、紙
リサイクルの進展により全ての指標について削減
効果が得られていることが分る。このうち消費エ
ネルギーでは、古紙利用による紙ごみの減少によ
り紙ごみ部門では1975年に比べ25%の削減、パル
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プ生産部門で古紙利用による省エネで20%の削減
となっており、一方古紙回収のためのエネルギー
は38%増となるが、 トータルでは10%程度エネル
ギーを節約できていると推定される。 CO2排出量
では、パルプ生産部門での削減と同時に、紙ごみ
焼却における削減量が大きく、紙リサイクルによ
るCO2排出抑制はトータルで14%程度となる。費
用としては、古紙回収及び古紙原料輸送費用が増
加するが、紙ごみ部門の費用は減少するので、シ
ステム全体としては費用減となり経済的であると
考えられた。
(3) リサイクル促進シナリオによる比較分析
最後に、紙リサイクルの促進に伴う削減効果を
検討するため表4に示す3シナリオを設定する。
シナリオAは、包装袋や軽包装紙といった包装容
器リサイクル法に含まれる紙類を古紙100%にす
ギー及びCO2排出量を削減でき、環境への負荷を
表4 リサイクル促進シナリオにおける古紙消費率
単位 :%
紙品目 シナリオA シナリオB シナリオC
新聞巻取紙 50.3 50.3 60.0 
印刷・情報用紙 18.2 60.0 60.0 
包装用紙 61.9 5. 1 61.9 
衛生用紙 50.2 50. 2 65.0 
雑種紙 1.6 1.6 1.6 
段ボール原紙 96.4 96.4 96.4 
紙器用板紙 85.9 85.9 94.0 
建材原紙 86.5 86.5 94.0 
その他板紙 85.5 85.5 94.0 
回収率 (55.3) (68. 1) (73. 0) 
回消費エネルギ
110 十ー ーー ・ ーーーーーー ，ー ・ーー ーー ーー ・ーlII1C02排出量
口費用
るものである。ただし、包装用紙にはセメント等 富
の重袋のように強度を求められる品目が含まれて
おり、品目としての古紙消費率は62%となる。シ
ナリオBは印刷・情報用紙の古紙利用を促進した
ものである。現在、古紙消費率が低く消費量の多
いこの品目は、白色度低下に対する受入れが可能
となれば技術的には殆と、問題なく古紙消費率の増
加が期待できる品目と考えられる。さらに、回収
率を2000年で56%にしようとする日本製紙連合会
の計画目標値を参考に、包装用紙はシナリオAに、
印刷・情報用紙はシナリオBに合せたシナリオC
を設定した。
ここで、古紙消費率を上げるためには回収率を
上げる必要があるが、そのためには消費者の協力
ときめ細やかな回収が必要となり平均回収距離も
加速的に増大すると予想される。本論文では、将
来の回収率が80%以上となる品目については、回
収距離及び回収単価が現状の約1.5倍要するもの
と仮定して算定している。
各シナリオによる算定結果を図9に示す。図9
は3指標についての効果を比較するため、標準ケ
ースのそれぞれの算定値を100として各ケースの
算定値を基準化して表している。リサイクルの促
進により、多少費用は増加するものの消費エネル
1 r< 100 -t ---------ー ーー .ー.......
b 
掛十
~ 
宮9口
敏
-I! 
J 
ふ3
掛
制 80
70 
シナリオA シナリオB シナリオC
図9 リサイクル促進シナリオによる算定結果
低減可能なことが分る。 3シナリオの中ではシナ
リオBが、費用の割に消費エネルギー及び、CO2排
出量の削減効果が大きく、印刷・情報用紙におけ
る古紙利用の推進がより効率的であると判断され
た。なお、シナリオB実現のためには、今後、白
色度の低い古紙配合率が高い用紙を、消費者が前
向きに利用することが前提となる。
5.おわりに
本研究では、紙リサイクル計画を策定する際の
情報提供ツールとして、環境負荷及び費用を算定
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できるライフサイクルモデルを提案した。
すなわち、古紙利用の現状分析を行って紙品目
別のリサイクル特性を把握した上で、生産から最
終的な廃棄までの紙マテリアルフローについて地
域間輸送を考慮したモテゃル化を行った。さらに、
本モデルを用いて古紙消費率の変化によるシナリ
オ分析を行って、環境負荷及び費用による比較評
価方法を提示した。
以上の結果、紙リサイクルにおける環境影響削
減と総費用問のトレードオフを定量化することが
可能となり、ライフサイクルにおける各段階の位
置づけ及びリサイクル代替案の評価が可能となっ
た。今後の古紙利用促進シナリオ実現のためには、
経済的には回収コスト増が問題となるので、生産
者、行政、消費者間でどのようにコストを分担す
るかを検討していく必要がある。
今回は、全国ベースでの平均的な分析となって
いるが、地域特性やリサイクル規模を考慮した評
価のためのモデル化も同様な方法により可能であ
ると考えている。なお、紙のリサイクルには、サ
ーマルリサイクルや製紙原料以外へのリサイクル
もあるが本モデルには含まれていない。
また、安定した供給源として古紙の分別の可能
性、需要サイドでの再生紙に対する品質要求の適
正化もリサイクル促進にとって重要なファクター
と考えられる。このためには、アンケート調査等
を行って消費者意識・行動を分析していくことも
必要であると考えている 14)。
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Modelling of Paper Material Flow by Life Cycle Inventory Analysis 
Toyono InakazuぺAkiraKoizumi * and Are Okada * 
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We have much concern with the reuse of goods and materials in order to conserve 
natural resources. Paper waste take a half portion of combustible wastes for incineration 
disposal， so the promotion of paper recycling gives us reductions of environmental emissions 
and effective utilization of natural resources. The model， which gives an account of 
changes by paper recycling， isneeded to make an agreement among producers， consumers， 
and administrators about a satisfactory attainment level. 
LCA can account environmental emissions of system processes with inputs and outputs 
throughout the life cycle. In this study， we apply the Inventory Analysis of LCA to the 
paper material flow that contains paper production， consumption， reuse， and waste 
treatment. And we propose a model by which we can calculate the consumption of natural 
resource， the reduction of environmental emission and overall cost. 
Our model takes into account of paper quality constraints in reuses， and also the 
regional gaps between paper production and consumption. The model is used to evaluate 
environmental and economic effects of alternative recycling that gives us useful information 
for paper waste recycle planning. 
